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議題内容

【第１部】 令和２年度事業計画予算及び制度改正要目

【第２部】 共有建造制度の概要（適用利率の算出）

【第３部】 よくあるご質問（Q&A）



【第1部】

１．令和２年度制度改正項目

●ジェットフォイルの共有期間を延長す
る際の共有比率上限の引き上げ
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２．令和２年度 予算規模及び制度改正概要

事業計画（契約ベース） ４２７億円 （2019年度 ３１７億円 ＋34.7％）

項 目 内 容 制度改正理由

ジェットフォイルの

建造支援

ジェットフォイルの共有建造にあたり、共有期間を延長

（通常９年→ 最大１５年）する場合の共有比率上限の

引き上げ。

＜概要＞

○共有比率上限：４５％→７０％に見直し

※地方公共団体からの資金的支援が必要

国内で運航するジェットフォイル

の平均船齢は30年と老朽化が顕

著であり、代替建造の促進が必

要となっているため
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令和２年度予算規模

令和２年度制度改正



○低硫黄含有燃料油への切替需要の集中により、燃料費の高騰が想定されることから、代替手段であるスクラバーの

設置促進を図る必要がある。

○設備投資に多額の費用がかかるため、負担軽減が必要。

【参考①】スクラバー設置の改造工事を行う既存共有船への金利軽減の概要

金利軽減の必要性
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申込期間： 令和元年度～令和２年度の２年間（時限的措置）

適用期間： スクラバー設置工事完了から、共有期間満了までの間

金利軽減： 既往利率から▲０．０５％の軽減

軽減方法： 設置工事完了年度は差額を還付、

次年度以降は減免後の船舶使用料のお支払い

概要



○パリ協定（2015年12月に採択）において、温室効果ガスの排出を2030年には、2013年比で26％、2050年には80%削減すると

いう目標が設定されたところであり、これまで以上の大幅なCO2削減を図るためには、省エネ技術に加え、代替燃料の活用

を図る必要がある。

○2020年1月からのＳＯｘ規制強化対応の観点からもLNG燃料船の普及促進は不可欠。

○これらを踏まえ、環境負荷の低減に優れたLNG燃料船の普及促進を図ることにより、CO2削減に加え、硫黄酸化物（ＳＯｘ）及

び粒子状物質（ＰＭ）の排出量を削減することが可能。

平成31年度より「LNG燃料船」を政策要件の一類型として位置づけ

LNG燃料船の必要性

【参考②】LNG燃料船の概要

○ ＬＮＧを燃料として使用する船舶（旅客船・貨物船）

⇒ＬＮＧ（液化天然ガス）を燃料として使用すること

により、船舶からの二酸化炭素（ＣＯ２）、硫黄酸

化物（ＳＯｘ）及び粒子状物質（ＰＭ）の排出量を

削減することができる環境負荷の低減に資する

船舶

○分担割合の上限 ： 会社規模に関わらず８０％

○金 利 軽 減 ： 基準利率より▲０．３％軽減

建造船舶の仕様等 機構分担割合の上限、金利軽減
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【通信設備等】

○ 船陸間通信設備
○ 船内LAN・船内Wi-Fi

【航海設備等】
○ 航海情報集約表示装置
○ 監視カメラ
○ 機関データロガー
○ 軽油、Ａ重油等を使用する推進用機関

【騒音防止措置】
○ 機関室の遮音
○ 船員室に十分な遮音性能を有する扉等を設置
○ 発電機に防振ゴム等を設置
【空調設備】

○ 各船員室において温度調整が可能な空調機

○ カーフェリー、RORO船、自動車運搬船の荷役設備

（車両自動固縛装置）
○ 油送船、液体化学薬品ばら積船の荷役設備

（ディープウェルポンプ）
○ セメント等紛体状の貨物を運搬する船舶の荷役設備

（セメント等の空気圧送装置）

「労働環境改善船基準」の概要

１．労働負担軽減設備

２．居住環境改善措置

３．荷役作業軽減設備

船員の確保・定着を図るため、船員の居住環境を向上
し、労働負担を軽減する設備を導入した「労働環境改
善船」の普及促進

○ 貨物船
○ 旅客船

○ 右記の１、２を全て満たす場合
他の政策要件に上乗せで、金利を0.1％軽減

○ 上記に加え３を満たす場合
他の政策要件に上乗せで、金利を0.2％軽減

「政策目的別建造の技術基準を定める規程」
（平成15年機構規程第94号）の「労働環境改善船
基準」に定める要件を満たすこと

建造船舶の要件

対象船舶

金利軽減

政策目的

【参考③】労働環境改善船の概要
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○インバウンド需要の高まり等により、いわゆる遊覧専用船を含む国内クルーズ船の利用客は増加している一方、船齢は概

ね２０年超と老朽化している状況

○国が提唱する「観光先進国」に向けて策定された「明日の日本を支える観光ビジョン」において、「国内クルーズ周遊ルート

の開拓」などが示され、また「観光立国推進基本計画」（平成２９年閣議決定）において、バリアフリー化や多言語表示の充

実等の訪日外国人旅行者の受入環境整備等により、サービスの多様化・高度化を図ることとされた

○これらを踏まえ、快適性や利便性を高めた国内クルーズ船の代替建造を行うことにより、新たな観光ルートの創出が図られ、

インバウンドを含む観光客の誘致など地域経済の活性化に寄与することが可能

平成３０年度より「国内クルーズ船」を共有建造対象に追加

国内クルーズ船の代替建造の必要性

【参考④】国内クルーズ船の概要

総トン数 ２０G/T以上
（国などが実証実験などを実施している場合を除く）

・バリアフリー化要件を満たすこと
・地域振興、観光資源の開発に寄与すると認められること
・観光案内、船内案内の多言語化や船内Wi-Fi整備等の訪日
外国人受け入れ体制を整備すること

対象船舶

分担割合の上限：８０％
金利軽減 ： 「国内クルーズ船」としての政策要件による金利軽

減はありません。但し、左記「対象船舶」「建造船
舶の仕様等」を含む国内クルーズ船に関する基準
を満たし、かつ、「SES」「先進・高度二酸化炭素低
減化船」等の政策要件に合致する場合には金利
軽減が適用されます

新たに国内クルーズ船事業を行う場合は３年以上の海上旅客
運送事業に関する経験を有する役職員がいること

建造船舶の仕様等

機構分担割合の上限、金利軽減

新規参入の場合
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【参考⑤】最近の制度改正

項 目 内 容

平
成
３
１
年
度

SOxスクラバー 硫黄酸化物放出低減装置（スクラバー）を設置した既存共有船への金利軽減
（▲0.05％）。申込期間は、令和元年度・２年度の２か年。

ＬＮＧ燃料船 スーパーエコシップ（ＳＥＳ）のみが対象であった「環境負荷低減、物流効率化等
に資する新技術を採用した船舶」にＬＮＧ燃料船を追加。金利軽減幅は▲0.3％

平
成
３
０
年
度

労働環境改善船 船員の居住環境を向上し、労働負担を軽減する設備を導入した「労働環境改善船」
への金利軽減措置(他の政策要件に上乗せで▲0.1～0.2%)を新設。

国内クルーズ船 新たな観光ルート創出やインバウンドを含む観光客の誘致など地域経済の活性化を
見据え、老朽化が進む国内クルーズ船の代替建造を促進するため、共有建造の対象
に「国内クルーズ船」を追加(金利軽減幅±0.0%)。

平
成
２
９
年
度

モーダルシフト船 高度モーダルシフト船及びモーダルシフト船の政策要件について、対象船種の拡大
(自動車運搬船と中・長距離フェリーの追加)や、高度モーダルシフト船の金利軽減
幅・適用条件を改正。

船舶管理会社 産業競争力強化に資する船舶(グループ化)の政策要件について、適用要件や金利軽
減内容・金利軽減幅を改正。

若年・女性船員 35歳未満の若年船員や、35歳未満の女性船員等を計画的に雇用する事業者の船舶へ
の金利軽減措置(他の政策要件に上乗せで▲0.1～0.2%)を新設。
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１．共有建造スキーム（相談～竣工）

２．共有建造スキーム（竣工後）

３．共有建造条件（貨物船）

４．共有建造条件（旅客船）

５．共有建造要件・共有割合上限

６．適用利率の算出方法

【第２部】 共有建造制度の概要
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１．共有建造スキーム（相談～竣工まで）
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２．共有建造スキーム（竣工後）

【共有期間中の注意事項】

●船舶使用料は毎月、原則として約束手形または電子記録債権「でんさい」により支払い

（機構所定の要件を満たすことで、自動送金による支払いも可能）

●経理処理上、機構持分を含む全てを固定資産に、機構持分は長期借入金で計上

（船舶使用料としてではなく、減価償却費および支払利息として費用計上）
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３．共有建造条件 （貨物船）

項 目 油送船
（特殊タンク船、薬品送船を含む）

貨物船

対象者 内航海運業法に基づく内航海運業の登録を受けている法人事業者

対象船舶

・１００総トン以上又は長さ３０ｍ以上の鋼製の船舶であること
・機構の定める政策要件に該当すること（P.14参照）
・内航の用に供する船舶で所轄地方運輸局長から登録事項の変更登録が得られること
・シングルハルタンカーでないこと
・土・砂利・石材専用船でないこと

分担割合の上限 ７０～８０％

共有期間
（最大３年延長可）

１０年～１３年 １２年～１５年

据置期間 最大１１ヵ月 ※据置期間中は利息相当額のみお支払い

用船保証
積荷保証

原則１０年以上
（但し、共有期間延長の場合は、原則として共有期間全期間の保証が必要）

連帯保証 原則として、代表権を有する役員全員

その他
総連の建造認定を必要とする貨物船を建造する場合は、その認定が必要
（申請予定、申請中でも申込みは可能）
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４．共有建造条件 （旅客船）

項 目 ２，０００総トン未満 ２，０００総トン以上

対象者
海上運送法の一般旅客定期航路事業、旅客不定期航路事業の許可を受けている方
または船舶貸渡業の届出を行っている方

対象船舶

・海上運送法の一般旅客定期航路事業もしくは旅客不定期航路事業の許可を受けた

航路に使用する旅客船であること

・機構の定める政策要件に該当すること（P.14参照）

・建造する船舶の使用に関し、所轄地方運輸局長から事業計画変更の認可が得られ

ること

分担割合の上限 離島航路 ９０％、その他 ７０～８０％

共有期間
（最大３年延長可）

７～１４年 １５年

据置期間 最大１１ヵ月 ※据置期間中は利息相当額のみお支払い

支援確約書
離島航路に就航している船舶については、地方公共団体からの共有期間全体の支
援確約書が必要（地方公共団体が建造する場合を除く）

連帯保証 原則として、代表権を有する役員全員
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※1 この上乗せ要件は、他の政策要件を満たす増減率の上乗せであるため、上
乗せ要件のみでのお申込みいただけません。また上乗せ要件はいずれか一
つの適用となります。

※2 船員確保計画の認定を有し、計画に基づいて35歳未満の船員教育機関卒業
者を雇用した場合に適用できます。

※3 船員確保計画の認定を有し、計画に基づいて35歳未満の女性のほか退職自
衛官、船員教育機関卒業者以外の者を雇用した場合に適用できます。

※4 対象は貨物船を建造する場合のみに限ります。

５．共有建造要件 ・ 共有割合上限

35歳未満の若年船員を計画的に雇用する事業者の船舶（※2）

35歳未満の女性船員等を計画的に雇用する事業者の船舶（※3）

労働環境改善船

労働環境改善船（荷役作業軽減設備を含む）

船員雇用対策に資する船舶

事業基盤強化に資する船舶（※4）

第一種登録船舶管理事業者と全ての管理において３年以上の管理契約を締結する又
は合併をする事業者の船舶

他の政策要件
に準ずる

他の政策要件
に準ずる第一種登録船舶管理事業者もしくは第二種登録船舶管理事業者と船舶保守管理につ

いて３年以上の管理契約を締結する事業者の船舶

船舶の種類（上乗せ要件）※1
機構分担割合

の上限

-0.2%

-0.1%

-0.2%

-0.1%

-0.2%

-0.1%

利率

中小企業者
中小企業者

以外
中小企業者

中小企業者
以外

内航海運のグリーン化に資する船舶

スーパーエコシップ

ＬＮＧ燃料船

先進二酸化炭素低減化船(16%以上)

高度二酸化炭素低減化船(12%以上) -0.2% ±0.0%

10%低減化船 80% 70%

二重船殻構造を有する油送船及び特殊タンク船

二重船底構造を有する油送船及び特殊タンク船

物流効率化に資する船舶

高度モーダルシフト船

内航フィーダーの充実に資する船舶

上記以外

内航海運のグリーン化に資する船舶

スーパーエコシップ

ＬＮＧ燃料船

先進二酸化炭素低減化船(16%以上)

高度二酸化炭素低減化船(12%以上) -0.2% ±0.0%

10%低減化船 80% 70%

物流効率化に資する船舶

高度モーダルシフト船

上記以外

地域振興に資する船舶

離島航路の整備に資する船舶

高度バリアフリー化船

高度バリアフリー化船以外 80% 70%

国内クルーズ船

-0.3%

80% 70%

-0.1%

-0.1%

±0.0%

±0.0%

-0.1%

基準利率からの増減利率

80%

海上運送活性化・再生に資する船舶として、集中改革プランに基づき一定の航路経
営の合理化等を行う船舶

船舶の種類（政策要件）
機構分担割合の上限

旅
客
船

80%

80%

環境負荷低減、物流効率化等に
資する新技術を採用した船舶 80%

環境負荷低減、物流効率化等に
資する新技術を採用した船舶 80%

貨
物
船

海洋汚染防止対策船
80%

70%

二酸化炭素低減化船
80%

90%

離島航路に準じる生活航路に就航する
船舶
(バリアフリー化を要件とする）

80%

モーダルシフト船
(中・長距離フェリー)

モーダルシフト船
(RORO,コンテナ船,自動車専用船) 80% 70%

二酸化炭素低減化船

-0.3%

±0.0%

-0.3%

±0.0%

-0.3%

-0.3%

±0.0%

-0.2%（義務化を除く）

+0.2%

-0.3%

-0.3%

±0.0%



上
乗
せ
要
件

政 策 要 件

適用利率 ＝基準利率±政策要件＋上乗せ要件±信用リスク

＋

基 準 利 率
（機構ＨＰに掲載） 主な政策要件 基準利率からの増減

スーパーエコシップ
LNG燃料船
先進二酸化炭素低減化船
高度モーダルシフト船

▲０．３％

高度二酸化炭素低減化船
▲０．２％ｏｒ ±０％
※中小企業者以外の方
は利率の軽減無し

離島航路就航船 ▲０．１％

ダブルボトムタンカー ＋０．２％

共有期間
利率

固定型 見直し型

9年以内 ○.○％ ▲.▲％

9年超10年以内 ○.○％ ▲.▲％

10年超11年以内 ○.○％ ▲.▲％

11年超12年以内 ○.○％ ▲.▲％

12年超13年以内 ○.○％ ▲.▲％

13年超14年以内 ○.○％ ▲.▲％

14年超15年以内 ○.○％ ▲.▲％

15年超16年以内 ○.○％ ▲.▲％

16年超17年以内 ○.○％ ▲.▲％

17年超18年以内 ○.○％ ▲.▲％

信 用 リ ス ク

〔 最大 ▲０．４％ 〕〔 最大 ▲０．３％ 〕

上乗せ要件 基準利率からの増減

３５歳未満の若年船員等を計画的に雇用する事業者が建造する船舶
▲０．２％ｏｒ
▲０．１％

船舶管理会社を活用した事業基盤強化に資する船舶 同上

船員雇用対策に資する船舶（労働環境改善船） 同上

基準利率より最大 ▲０．９％の軽減が可能

〔 最大 ▲０．２％ 〕

６．適用利率の算出方法

信用リスク（経営状況、建
造プロジェクト等）に基づき、

総合的に判断

▲０．４％～＋０．２％
± ±
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よくあるご質問

16



機構が分担する船価の範囲は以下のとおりです。

②消費税 ③機構乗出費用 ④建造等納付金

①建造工事請負契約の金額

機構が分担する船価の範囲は？

① 建造工事請負契約の金額

② 消費税

③ 機構乗出費用

・・・建造利息、工事監督費、その他の直接費

④ 建造等納付金 機構分担額＝内航総連の定める基準単価×載貨重量（容積）×分担割合

① 建造工事請負契約の金額

② 消費税

③ 機構および事業者乗出費用

（機構）建造利息、工事監督費

（事業者）機構が認めるもの

④ 船主支給品

【貨物船】

【旅客船】

※ただし一定の条件があります

17



・固定型、５年毎見直し型、固定型と５年毎見直し型との併用から選択。

・金利体系は建造決定時に決定し、共有期間中は変更できません。

金利体系 内容 メリット 注意点

固定型 共有期間中金利一定 毎年の利息額が竣工時に
確定

早期償還の場合、解約手数
料発生

５年毎見直し型 ・5年間金利固定
・5年目、10年目に

金利見直し

・固定型より低利
・見直し時に早期償還

する場合は解約手数料
発生せず

・金利見直し時以外の早
期償還の場合は解約手
数料が発生

・金利見直し時に固定型へ
の変更不可

固定型・５年毎
見直し型の併用

機構持分を100として
10％刻みで設定可能
例：機構持分のうち

60％を固定型、
40%を見直し型

・金利リスクを分散
・見直し型のみを早期

償還することも可能

いずれか一方の早期償還を
する場合は、その当該金利
体系の機構持分額全額を返
済することが必要

機構の金利体系は？機構の金利体系は？

18



共有期間中の利率は契約日、起工日、進水日、竣工日の利率を基礎として決定します。

共有期間中の利率決定方法は？

19

契約時払
支払金額：１．５億円

契約時金利：１．４０％

起工時払
支払金額：１．５億円

起工時金利：１．４０％

進水時払
支払金額：２．０億円

進水時金利：１．２０％

竣工時払
支払金額：３．０億円

竣工時金利：１．００％

４回の金利と支払額の加重平均が共有期間中の利率となる

（（1.40％×1.5/8億）＋（1.40％×1.5/8億）+（1.20％×2/8億）+（1.00％×3/8億））＝1.20％

【例】 船価：１０億円、機構分担割合：８０％、機構分担額：８億円



若年船員等を雇用する事業者に対する金利軽減の適用条件は？

○金利軽減の適用のためには、新船の竣工時に国土交通大臣より「日本船舶・船員確保計画」

の認定を受けていることと、６ヶ月以上の若年船員の継続雇用の確認が必要です。

計画の認定に係る手続きについては、お近くの運輸局までお問い合わせください。

○金利軽減は、共有期間を通じて受けられます。また、竣工後であっても、雇用が確認できた場

合、その時点から金利軽減が受けられます。

３５歳未満の若年船員を計画的に雇用
する事業者が建造する船舶

▲０.１％
３５歳未満の女性船員等(*)を計画的に
雇用する事業者が建造する船舶

▲０.２％or
（＊）女性船員等とは、女性のほか退職自衛官、船員教育機関卒業者以外の者を指します

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月 4月 5月

雇用
確認

【試行雇用期間】
5/1～10/31（6ヵ月）

竣工

雇用
確認

継続雇用

ケース

②竣工後に試行雇用
　を行った場合

【試行雇用期間】
5/1～10/31（6ヵ月）

雇用
確認

③竣工後に試行雇用
　を行った場合

 ※雇用期間が年度
　 を跨ぐケース

①竣工前に試行雇用
　期間が終了してい
　る場合

竣工

竣工

平成31年度 平成32年度

雇用開始日（5/1）に遡り 金利減免

４月に遡り 金利減免

竣工日から 金利減免

【試行雇用期間】

差

額

還

付

差

額

還

付
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共有制度を利用した場合のメリットは？（その①）

① 抵当権設定登録免許税

６億円×80%（機構持分）×0.4％（税率） ＝192万円 不要

②所有権保存登録免許税

６億円（上限97.5百万円）×80%（機構持分）×0.４％（税率） ＝ 31万円 不要

③保険料還付 共有期間1４年間での総還付額 ＝390万円 還付

（注1）事業者持分にかかる登録免許税は必要となります

【例】 貨物船 ４９９ＧＴ 船価６億円、 持分割合：機構８０％ 事業者２０％（他金融機関から調達）

〔共有制度を利用した場合（貨物船）〕

① 原則担保不要（抵当権設定に関する費用が不要）

② 機構持分の所有権保存登記にかかる登録免許税は非課税

③ 機構による船舶保険料の一部負担（保険料還付）

登録
免許税

担 保

機構持分 事業者持分

担保設定
（注2）

（注1）

（注2）自己持分に対する
抵当権設定は可能

合計６1３万円の
負担減

金利に換算

△０．１６％
に相当
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共有制度を利用した場合のメリットは？（その②）

豊富な建造実績をもとに計画段階から共有期間満了まで、機構技術スタッフに
よるテクニカルサポートが受けられます。

機構技術スタッフによる各種サポート

共有期間中のトラブル対応もお任せください

技術支援スタッフ

による打合せ

建造中の工事監督の様子

・ 航路調査

・ 主要目検討

・ 仕様書作成支援

・ 図面審査
・ 工程管理
・ 工事監督・検査

・ 試運転による性能確認
・ 各機器の作動確認
・ 騒音、振動の計測

・ 完成検査による最終確認

・ 実運航の結果に基づく
保証工事への対応

・ 共有期間を通し、トラブル事例に対応
・ 安全運行をサポート

22



（参考）技術支援の全体像
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• 新技術に関する調査研究を実施し、その結果を提供
• 技術に関する最新情報を収集し、必要な情報を提供
（事業者ヒアリング、外部セミナー参加等を通じて情報収集）

• 国交省等と連携し、政策、審議会等の方向性を確認
• 財務当局と折衝し、一定の技術基準をみたす船舶の
金利優遇制度を構築・運用

政府機関等との連携

• 図面審査、工事監督を実施
• 不具合事例の原因分析、周知等によ
る再発防止

• トラブル対応など継続してサポート

• 基本設計の確定、省エネ機器の検討等
を支援

• 離島航路旅客船の検討段階に航路調査、
造船所決定等を支援

• 基本計画や仕様の検討に積極的に関与
• より高い政策目的達成への支援
• 最新の技術要素を取り込んだ設計の支援
（より充実化を図る方向で対応中）

現場での技術支援

①労働環境改善に関する取組み

営業段階 設計段階 建造段階・就航後

③新たな時代に向けた取組み

「内航ラボ」

｢人と環境に優しい船｣に関する勉強会

SOｘ規制強化対策

地球温暖化対策

「労働環境改善船」

新たな海上ブロードバンドサービス

・船員の確保・定着を図るため、居住環境の向上、
労働負担を軽減させる設備の導入を促進

②環境対策に関する取組み

・地球環境保全にかかる各種規制や計画に対応
した共有船舶の実現を図る

・高度デジタル､代替燃料､先端技術等を活用した
共有船舶の実現に向けた新たな取組みを推進

Feedback !

営業活動 工事監督

Forward !

等等 等

新技術に関する調査研究等

内航海運の課題解決に向けた取組み
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申込みから建造請負契約までの期間はどのくらい必要？

お申込みから契約締結までの期間は、最短で3ヶ月程度となります。
① 積荷保証、用船保証
② 船価・建造予定造船所
が決定しましたらお申込み可能ですので、お気軽にご相談ください。

建造協定
建造工事請負契約

申込

内定
決定審査

内定～契約まで
約２ヶ月程度

申込～内定まで
約１ヶ月程度

郵送、来構
電子メール

３～４ヶ月程度

24
※共有船建造は、毎年定められる機構の予算の範囲内で実施されます。予算の状況によっては、お申込みの
ご希望に沿いかねることもありますので早めにご相談願います。



ホームページ https://www.jrtt.go.jp/

共有建造船の建造相談： 共有船舶建造支援部 建造促進課（TEL：045-222-9138）

共有建造船の技術支援： 技術支援課（TEL：045-222-9123）

船旅王子 離島航路姫


